



分けることができる。1 つは男女の医学系専門学校が旧制大学となる中で 1947 年に女子医科大学
が認可される動きであり，もう 1 つは 1948 年 3 月に文学部・家政学部を中心とする新制の女子大
学の設立が認可されるという動きであった。両者の歴史的意義は異なり，前者は医学教育の水準向
上を図るため，医師養成は予科・学部からなる 6 年制で行うべきという GHQ の要請に基づくもの






が実現したことが分かる。第 1 期は，1945 年 11 月に東京女子高等師範学校が「東京女子帝国大学
創設趣旨並組織」を作成し，文部省に設置認可申請したことに代表されるような，旧学制の下で個
別女子高等教育機関が大学設立を構想した時期である。第 2 期は，これらの構想が実現しないこと
を受けた 1946 年 8 月以降の時期であり，女子高等教育機関の指導者らは相互に連携して女子大学
の設立を図る方向へと方針を転換し，CIE のホームズ（L. H. Holmes）らとの関係を築きながら，
その設立を実現させた時期である。その動きとして注目されるのは，46 年 8 月設立の女子教育研






































敗戦直後の 1945 年 11 月から翌年 3 月にかけて，東京女高師をはじめとする 4，5 校の女子高等
教育機関が女子大学設立を構想し，設立認可を申請するに至ったが，このような動きが集中的に起
きた要因として次の点が考えられる。第 1 の要因は，敗戦直後の文部省による女性の教育の改革に



























48 年 7 月のものではあるが，戦後の女性観や社会的地位の変化が女子大学設立の基盤にあったこ
とを物語ると言えよう。























学部の 1 学科として扱う方向で解決したいと述べている。なお，第 1 期において女子大学認可の際
に依拠すると推察される法令について述べると，少なくとも私立大学の場合は大学令であったと考





政策動向 8 を察知した東京女高師は，刷新要綱が諒解される直前の 11 月 29 日に「東京女子帝国大
学創設趣旨並組織」を作成し，文部省に大学設置を申請した 9。また津田塾専門学校理事会は，刷
新要綱諒解の 10 日後の 12 月 14 日に「至急津田塾大学設立認可ノ申請ヲ其筋ニ提出スルコト」を
決議し，翌年 3 月 21 日付で大学令による設立認可申請書を提出したとされている 10。この時の大
学の理念は確認できないが，構想は文学部（英文学科・国文学科・史学科）と理学部（数学科・物
理学科・化学科）の 2 学部を設けるというものであった。この他の動きとしては，日本女子大学校
の校長井上秀が 45 年 12 月 19 日に CIE を訪れて同校の大学「昇格」を陳情し 11，また 46 年 3 月 4
日には「日本女子大学設立認可申請書」を文部省に提出したこと，さらに奈良女高師では 46 年 1















新聞各紙は，1946 年 1 月に入って女子大学設立をめぐる動向を詳細に報じている。例えば，1 月
13 日付『毎日新聞』は「生れる女の大学」との見出しで，日本女子大学校と津田塾専門学校の認












と述べたと伝えている。さらに，3 月 18 日付『読売報知』も各女専の動向を伝え，東京女子大学
















































































この発言から同校の大学構想の課題を 3 点読み取ることができる。第 1 に構想中の専門は文学・
家政学に留まり，社会科学系や理工系を欠くという自覚が同校関係者の中にあったことである。こ
れは主に戦前の私立女子高等教育機関がジェンダー特性に根ざす専門領域に限定されていた点を継






















つの案が確認できる。第 1 期における案は 1945 年 11 月 29 日の「東京女子帝国大学創設趣旨並組織」
で，上述したように同日に文部大臣に設置を申請した。しかし，国費に余裕がないという大蔵省の
査定で，実現しなかったとされている。同校の第 2 期の動向としては，女子教育研究会を設けて「女
子教育革新」を主導するとともに，47 年 12 月 12 日には東京国立女子大学設立認可申請書を提出
するなどした。そして，48 年 6 月 22 日付で大学設置認可を申請し，最終的には 49 年 5 月に国立
学校設置法が公布されて大学として発足した。



















































次に，学部構成案について検討する。同校では 2 案を示し，第 1 案は文学部・理学部・家政学部
の 3 学部からなり，「女子ノ要望ノ多イ案」とする。これは，当時の同校の 3 学科をそれぞれ母体

























奈良女子高等師範学校では，第 1 期の 1946 年 2 月 11 日に「奈良女子帝国大学創設趣意竝組織」
を学校長内藤卯三郎名で作成している。第 2 期の動きとしては，1948 年 1 月に「奈良国立女子大
学案」，6 月に「国立奈良女子大学案」を作成，1949 年に設置認可を申請している 37。最終的には，
49 年 5 月の国立学校設置法によって奈良女子大学として発足した。
























































日本女子大学校は 1946 年 3 月 4 日に日本女子大学設立認可申請書を文部省に提出したが，認可
に至らなかったことは上述した。その後，第 2 期の動きとしては女子大学連盟の中心校の一つとし
て活動し，46 年 12 月 23 日に日本女子大学認可申請書を提出した。そして，文部省の指定する書
式により，1948 年 3 月 1 日に再度大学設立認可申請し，3 月 25 日に聖心女子・津田塾・東京女子・
神戸女学院の各大学とともに設置が認可された。
ここでは，第 1 期の同校の構想中の教育理念と制度案を分析する。同校の設立構想について，














「大学前期」（修業年限 4 年）と「大学後期」（修業年限 2 年以上）から成る構想であった。そして，
大学前期 4 年を 2 期に分け，最初の 2 年の教育は将来の「女子高等学校としての理想的構成を目指
し」，高等普通教育に加えて「女性の特色を発揮せしむる如き学科」を配当させたとする。そうす
ることにより，女子高等学校あるいは予科的性格の中に，「結婚適齢を考慮に入れた完成教育を意










6 年制であり，前期（4 年制）の最初の 2 年間では教養中心の高等普通教育と家政学の基礎学を学
び，次の 2 年間では一般家政学と「五部の課目」を随意に学び，副専攻とする。後期（2 年制）では，
生活科学科・生活芸術科・児童学科・家政理科・社会福祉科から 1 つを専攻するとしている。前期





目は当時の学制が予科 3 年・学部 3 年であったのに対して，4 年制の上に 2 年制を設けるとする点













以上，1945，46 年の第 1 期における女子大学設立をめぐる全体的動向とパイオニア的役割を果
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